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前回、4 月のメルマガでは、1990 年代後半に起こった IT 革命による取引コストと参

入障壁の低下、ひいては経済全体の生産性の向上を書きました。そして、結果として我々

の幸福度は上がったのだろうかという疑問を投げかけて終わりました。今日はその答え

です。 
 

IT 革命の話に入る前に、過去の技術の発展が社会の在り方に大きな変革をもたらし

た出来事を見てみましょう。 18 世紀のイギリスにおける産業革命と 19 世紀のアメリ

カにおける鉄道事業です。 
 
イギリスの産業革命は、動力と機械を使った大掛かりな製造ラインの構築を可能にし

ましたが、働く人間の側からみると、それは製造工程の分化と労働の単純化でした。作

業の単純化の結果、子供までもが労働にかり出されるようになります。 短期的に見れ

ば、コストの安い子供の雇用は国際競争力の強化につながりますが、やがてイギリス社

会は、児童労働は、結局は人材育成の妨げになり、長期的にはイギリス経済を弱めると

気付きます。 
 
こうして1802年に児童労働を制限する最初の法律Factory Act 1802が制定されます。

その後、1901 年まで、10 回も法律の改定や制定を重ね、イギリス社会は、児童労働に

関して長期的経済発展のための最善の解にたどりつきました。 
 
アメリカの鉄道は、19 世紀半ばの南北戦争前後で発展した、最初の全国スケールの

ビジネスのひとつです。技術進歩により事業の規模が飛躍的に拡大し、一握りの企業が

他の企業や家計に対し圧倒的優位に立ちます。経済を全く自由競争にしておくと、優位

なものがますます優位になる状況が生まれ、長期的には、公平な競争環境が損なわれ、

経済発展の妨げになるということにアメリカ社会は気づきました。巨大ビジネスがもた
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らす弊害への対応として、1890 年に Sherman Antitrust Act が制定され、自由競争の

行きすぎは防がなければならないという新しい経済哲学が生まれたのです。 
 
さて IT 革命です。この技術革新によって、誰かが、圧倒的な力を持つようになり、

それを抑える新しいルールが出来ない限り、長期的な経済発展のための均衡が維持でき

ないというのが私の言いたいことなのですが、では圧倒的な力を持ったのは誰でしょう。

ビル･ゲイツではありません。 
 
私自身のオリジナルな考えではありませんが、一番腹に落ちたある学者の考えを紹介

しましょう。それは、アメリカのロバート･ライシュという、クリントン政権下で労務

長官を務めた学者が、2001 の著書 “The Future of Success”の中で論じた、「IT がもた

らした大きな変革は、個々の消費者に大きな情報収集力・検索力を与えたことである」

というものです。 これによって、消費者と生産者の力関係が、大きく消費者優位に変

わりましたが、この社会変化は、イギリスの産業革命やアメリカの鉄道事業と決定的に

違うところがあります。それは、利害の対立軸が、「特定の企業 vs 労働者や国民全般」

という別々の人間ではなく、「消費者全般 vs 生産者全般」、つまり子供や老人でない限

りすべての人は消費者であると同時に生産者ですから、自分の内にある対立軸だという

ことです。 
 
カカク.コムのようなサイトを使えば、たちまちにして自分が求めている品物の最低

価格が分ります。価格以上に重要と思われるのは、欲しいものを選ぶ時の自分の好みへ

のこだわりです。やや極端な言い方をすれば、机上のパソコンをいじっているだけで、

世界中の同種のプロダクツの微妙な違いを比較検討し、自分の理想に最も近いものを選

ぶことができるようになったのです。消費者の選択が広がったということは、生産者側

からみれば、消費者の満足が個別化･細分化されたということでしょう。 
 
自分のこだわりを満足させるものならば、その満足は長続きしそうなものですが、実

際、世の中を見れば、次々と新しい製品が生まれて消費者は目移りし、財やサービスの

賞味期限は短くなっています。 
 
こうした消費者の満足の細分化と短期化は、我々の生産者としてのライフスタイルを

変化させました。個々の消費者の気まぐれな嗜好がマーケットで大きな声を持つように

なりますから、経営者としては、同じ製品を作るような大掛かりな設備投資はどうして

も躊躇しますし、長期的な計画も立てにくくなります。今売れているものがあるからと

言って、いつまでこのトレンドが続くか確証が持てませんから、正社員の雇用には足踏

みします。増やすとすれば派遣社員になるのです。 

2 
 



雇われる側にしても同じでしょう。 世の中の需要の変化が激しいのですから、今の

自分の専門性がいつまでも市場価値のあるものだという確証は持てません。自分の会社

のビジネスモデルがいつまで有効かも確証が持てません。安定的な長期の雇用が期待で

きないとなると、仕事がある間は、少しでも将来に備えようと、必死にかつ長時間働く

ことになります。 
 
消費者としての“私”が IT の力によって生産者に影響を及ぼすことができるような

巨大な力を得たことは確かでしょう。しかし、これが広範な産業で起きているため、結

局、めぐり巡って生産者としての同じ“私”の雇用や将来予測を不安定なものにしてい

る、これがロバート･ライシュの指摘です。 
 
この不透明感の高まりは、文明の代償として受け入れなければならないのか、それと

も児童労働や独占の問題のように、ゆくゆくは法律によって是正されるべき不均衡なの

か。私は、直ちに具体的な知恵が思い浮かぶわけではありませんが、消費者の個々の欲

求と、生産者の資源配分の意思決定の間に、もう少し有効なスクリーニング機能が介在

した方が、人類全体としての幸福度は増すような気がします。 
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